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日本損害保険協会 関東支部（委員長：中西 貴志・損害保険ジャパン株式会社 常務執行役員 東京・埼玉・

千葉エリア本部長）は、7 月 27 日(月)に開催された、国土交通省関東地方整備局が主催する「令和 8 年度   

第1回 関東ブロック流域治水行政担当者会議」の事例紹介において、「流域治水オフィシャルサポーター※」

を代表して水害対策に係る損保協会の各種啓発取組みについて説明し、活用に向けたアピールを行いました。 

当支部では、昨年5月の「江戸川、中川・綾瀬川の両流域治水協議会」への正委員（構成員）としての参

画を契機として、関東地方整備局との連携や結び付きを強化しており、その中で、管内各県での防災啓発の

各種取組みが評価され、本年5月の同協議会における事例紹介に続き、今回の担当者会議でも取組みの紹介

を依頼されたものです。 

今回の同担当者会議では、「流域治水オフィシャルサポーター」からの報告が設けられ、オフィシャルサポ

ーターを代表して、当支部の奥事務局長がリモートで、関係省庁や自治体の担当者約300名に対し、損保協

会および当支部の水害対策に係る各種啓発取組みと①防災情報サイト『そんぽ防災Ｗｅｂ』の公開、②『そ

んぽデジタル・マイ・タイムライン』の公開、③『水災への備えに関する意識調査』の実施の3点について

具体的に説明しました。 

また、既に「江戸川、中川・綾瀬川流域治水ポータルサイト」に掲載されている①『そんぽ防災Ｗｅｂ』

および②『そんぽデジタル・マイ・タイムライン』については、流域の自治体においてもリンクの掲載や住

民への紹介など、更なる活用について依頼しました。 

中川・綾瀬川流域では、2023年 6月の大雨（台風 2号）により甚大な浸水被害が発生したことを受けて、

国、県、流域の 6 市 1 町が連携して早期に浸水被害の大幅な軽減を図るため、「中川・綾瀬川緊急流域治水   

プロジェクト」が始動しており、行政や民間企業・団体が連携して「流域治水」について多くの方に知って

もらい、『自分事化』することを目的に各種の取組みが進められています。 

当支部では、関東地方整備局を中心とした行政機関や自治体等との連携を強化し、地域のリスク認識と防

災意識の向上ならびに水災補償の理解促進と普及向上に向けて鋭意取組んでいきます。 

   

【関東支部の防災啓発取組みの説明資料】  【防災情報サイト「そんぽ防災Ｗｅｂ」の説明資料】 
 
※「流域治水オフィシャルサポーター」は、流域治水に取り組む企業等や流域治水の取り組みを支援する企業等を幅広く周知すると 

ともに、流域治水に資する取組を促進するために創設された制度。現在、193の企業・団体が認定（損保協会は5番目に認定）。 

（ご参考）江戸川、中川・綾瀬川 流域治水ポータルサイト⇒ https://edogawa-ryuiki-portal.jp/  
 

 

「関東ブロック流域治水行政担当者会議」で取組みを説明 

～「流域治水オフィシャルサポーター」を代表して、損保協会の各種防災啓発取組みをアピール

～ 

https://edogawa-ryuiki-portal.jp/

